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道内景気は、緩やかに持ち直している。

生産活動は横ばい圏内で推移している。需要面をみると、個人消費は、大型小売店販売額

が前年を上回っているほか、新車販売台数が堅調に推移するなど、持ち直している。住宅投

資は、前年を上回っている。設備投資は、持ち直し基調にある。公共投資は、前年を上回っ

ている。観光は、好調を維持している。輸出は、EUや北米向けなどが減少した。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は、低水準が続いている。消費者

物価は、エネルギー価格の上昇を背景に前年を上回っている。
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月連続で低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、２月の景気

の現状判断DI（北海道）は、前月を３．２ポイ

ント下回る４７．８となり、２か月ぶりに低下し

た。また、横ばいを示す５０を２か月ぶりに下

回った。

一方、景気の先行き判断DI（北海道）

は、前月を０．６ポイント下回る４９．６となっ

た。また、横ばいを示す５０を４か月ぶりに下

回った。

１月の鉱工業生産指数は９４．４（季節調整済

指数、前月比▲１．０％）と２か月連続で低

下。前年比（原指数）では＋２．３％と３か月

連続で上昇した。

業種別では、前月に比べ、電気機械工業、

鉄鋼業など６業種が上昇したが、金属製品工

業、輸送機械工業、窯業・土石製品工業など

１０業種が低下した。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０１７年４月号

ｏ．２４９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2017.03.13 10.53.50  Page 1 



%

百貨店 スーパー コンビニエンスストア 

29/11211109876543228/1
-10

-2

-4

0

2

4

8

6

-6

-8

３．百貨店等販売額～２か月ぶりに増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 
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４．乗用車新車登録台数～６か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 

千人 ％ 

29/11211109876543228/1

500

300

200

100

0 -100

100

0

200

400 300

400

５．札幌ドーム来場者～３か月連続で減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）

１月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋０．８％）は、２か月ぶりに前年

を上回った。

百貨店（前年比▲２．４％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品が前年を下回った。スー

パー（同＋１．７％）は、飲食料品が前年を上

回った。

コンビニエンスストア（前年比＋２．８％）

は、４０か月連続で前年を上回った。

１月の乗用車新車登録台数は、１２，２８４台

（前年比＋５．１％）と６か月連続で前年を上

回った。車種別では、普通車（同▲７．３％）

は減少したが、小型車（同＋２７．２％）、軽乗

用車（同＋０．６％）が増加した。

平成２８年度累計では、１３６，７８６台（前年比

＋３．４％）と前年を上回っている。軽乗用車

（同▲３．２％）は前年を下回っているが、普通

車（同＋１１．４％）、小型車（同＋２．１％）が前

年を上回っている。

１月の札幌ドームへの来場者数は５５千人

（前年比▲６５．１％）と３か月連続で前年を下

回った。プロ野球、プロサッカーとも試合開

催は無かった。大規模イベントの開催が減少

し、その他が５５千人（同▲６５．１％）だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０１７年４月号
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６．住宅投資～２か月ぶりに増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛） 

７．建築物着工床面積～２か月連続で増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）

%億円 

請負金額 前年比（右目盛） 
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８．公共投資～３か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

１月の新設住宅着工戸数は、１，５３６戸（前

年比＋２９．５％）と２か月ぶりに前年を上回っ

た。利用関係別では、分譲（同▲１４．１％）が

減少したが、持家（同＋１１．７％）、貸家（同

＋５２．５％）が増加した。

平成２８年度累計では、３３，０７５戸（前年比

＋９．９％）と前年を上回っている。利用関係

別では、持家（同＋３．８％）、貸家（同

＋１３．５％）、分譲（同＋７．７％）が、いずれも

増加している。

１月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１００，９７９㎡（前年比＋７９．６％）と２か月連続

で前年を上回った。業種別では、製造業（同

＋４，６９３．９％）、非製造業（同＋６２．１％）が、

いずれも前年を上回った。

平成２８年度累計では、１，６６６，１９２㎡（前年

比＋９．０％）と前年を上回っている。業種別

では、製造業（同＋４３．７％）、非製造業（同

＋６．１％）が、いずれも前年を上回っている。

２月の公共工事請負金額は、２０２億円（前

年比＋２１０．０％）と３か月連続で前年を上

回った。発注者別では、国（同＋９５．６％）、

北海道（同＋３５６．３％）、市町村（同＋３４５．３％）

が、いずれも前年を上回った。

平成２８年度累計では、請負金額７，３２２億円

（前年比＋６．５％）と前年を上回っている。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０１７年４月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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９．来道客数～２か月ぶりに増加

来道客数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～８か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）

輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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１１．貿易動向～輸出は１５か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

１月の国内輸送機関利用による来道客数

は、９６１千人（前年比＋５．１％）と２か月ぶり

に前年を上回った。輸送機関別では、航空機

（同＋４．３％）、JR（同＋２３．５％）、フェリー

（同＋２．４％）が、いずれも前年を上回った。

平成２８年度累計では、１１，４５９千人と前年を

５．５％上回っている。

１月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１６３，０１４人（前年比＋１７．２％）と８か月

連続で前年を上回った。平成２８年度累計で

は、１，１３８，４２２人（同＋１３．２％）と前年を上

回っている。

空港・港湾別では、新千歳空港が１４７，４６２

人（前年比＋２５．７％）、旭川空港が４，６６２人

（同▲５７．０％）、函館空港が９，４２６人（同

▲１．８％）だった。

１月の道内貿易額は、輸出が前年比２０．９％

減の２６４億円、輸入が同３５．５％増の１，１６３億円

だった。

輸出は、鉄鋼や自動車の部分品、一般機械

などが減少し、１５か月連続で前年を下回っ

た。輸入は、石油製品や原油・粗油などが増

加し、１８か月ぶりに前年を上回った。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０１７年４月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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１２．雇用情勢～改善が続く

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は３か月ぶりに増加

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～２か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は１．０６倍（前年比＋０．０７ポイント）と８４か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比０．４％増加し、３か

月連続で前年を上回った。業種別では、卸売

業・小売業（同＋２．８％）、製造業（同

＋６．０％）、などが増加した。

２月の企業倒産は、件数が２６件（前年比

＋１８．２％）、負債総額が４３億円（同▲８６．４％）

だった。件数は３か月ぶりに前年比増加、負

債総額は９か月連続で前年を下回った。

業種別では、建設業が７件、サービス・他

が６件などとなった。

１月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は９９．７（前月比▲０．２％）と６か月

ぶりに低下した。前年比は＋０．９％と、２か

月連続で前年を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、２月

の動向をみると、食料品、日用雑貨等の価格

は、概ね安定して推移している。石油製品の

価格は、前月に比べ値上がりしている。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０１７年４月号

ｏ．２４９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2017.03.14 18.05.07  Page 5 



― ６ ―ほくよう調査レポート ２０１７年４月号

健康食品ブームで葉つき大根に着目

昭和５８年に父親が創業した木工機械メーカーに入社。その後主力事業を野菜洗浄機械などへと転

換されました。平成１４年に開発した葉付き大根洗浄機は、道内はもとより海外にも納入されるヒッ

ト商品に。その後もサツマイモなど根菜類の皮むき機や光学式選別装置など様々な製品を開発され

てきました。モノづくりにおいて大切にしていることや若手の登用策などをお聞きしました。

代表取締役 佐々木 通彦 氏
旭川市出身。金沢工業大学を卒業後、農機
メーカーを経て当社前身の佐々木鉄工所入
社、平成３年に㈱甲斐鉄工との統合により㈱
エフ・イーを設立し、社長に就任。

会社概要
企業名：株式会社エフ・イー

住所：旭川市工業団地３条２丁目２番２７号

ＴＥＬ：０１６６‐３６‐４５０１

ＵＲＬ：http : //www.fesystem.co.jp/

創業：昭和３４年４月

（平成３年８月：社名及び組織変更）

事業内容：野菜洗浄機・選別機の設計・製

造・据え付け 等

◆平成２４年 第４回ものづくり日本大賞優秀

賞、北海道地方発明表彰日本弁理士会会長奨

励賞、◆平成２５年 第１０回新機械振興賞機械

振興協会会長賞、北海道地方発明表彰北海道

経済産業局長賞、◆平成２７年 第６回ものづ

くり日本大賞ものづくり地域貢献賞

ほか、受賞多数。

―会社に入社された当時についてお聞かせくださ

い―

昭和５８年に父の経営する、合板を作る機械を製

造する会社に入社しました。当時は貿易の自由化

で、ベニヤ板も海外から輸入されて、合板会社が

倒産していった時代です。父の会社もその影響を

受けていて、父と母と看板と借金だけがあるとこ

ろに戻ってきました。一方、世の中では環境負荷

の問題がクローズアップされ、野菜の流通におい

ても生産地の土を消費地に持ち込まない取り組み

が求められる時代になってきました。北海道の野

菜の一番の消費地である東京で土を洗って食卓に

出すと、東京の河川や海はどうなるのか？そこ

で、サラリーマン時代に経験した野菜の洗浄機の

開発の仕事を家業としてやることを決めました。

従業員が一人もいない状態の中、なんとか人を集

め立ち上げましたが、厳しい環境は続きました。

その中で、お客様である農家の人たちが厳しい状

況を知りながらも「頑張れ」と応援してくれまし

た。やはり人との出会いがあって今の自分自身が

あると思います。

―飛躍のきっかけとなった大根洗浄機開発の経緯

は―

北海道、東北という視点で仕事をしていると、

夏は忙しいが冬には仕事が無い。一年中忙しくす

るためには、やはり全国で仕事を取れるような会

道内企業訪問

トップに聞く④ 株式会社エフ・イー
代表取締役 佐々木 通彦 氏

ｏ．２４９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～００９　道内企業訪問  2017.03.21 16.02.17  Page 6 



道内企業訪問

― ７ ― ほくよう調査レポート ２０１７年４月号

将来はASEANでの現地生産を見据える

モノづくりは人の声を聴くことから始まっ

ていて、そこにヒントがある

社にしていかなければならない。自社が持ってい

る技術で全国区になるにはどうしたらいいかと考

え、一年中日本のどこかに産地がある大根の洗浄

機を全国展開しようと考えました。大根は酸化し

やすいので、傷をつけずに洗う機械を開発しなけ

ればならない。また、当時は健康食品ブームで、

大根の葉に栄養があるとマスコミで紹介されてお

り、葉つきの大根の需要が高まっていました。そ

こで、傷をつけずに、長い葉をつけたまま洗える

ような洗浄機を開発して世に出したところ、あっ

という間に口コミで全国に広がりました。

製品が全国に知られるとともに新たな相談を受

けるようになり、今ではサツマイモや生姜といっ

た北海道に無いような農産物の洗浄機も開発して

います。小さな会社で営業力は無いですが、全国

に販売代理店があるので、北海道の旭川という地

に居ながら全国の情報が集まる会社になってきま

した。

―海外展開についてお聞かせください―

きっかけは１０年ほど前に韓国から大根洗浄機の

引き合いがあったことです。韓国は日本よりも大

根文化が古いところですが、やはり環境負荷とい

うことで産地の土を消費地に持ち込まないという

流れが出てきて、私どもの機械を必要としていま

した。最初は商社を通じて輸出しましたが、友人

の勧めもあり、ジェトロさんや運送会社さんなど

の指導を得て自社で輸出することに挑戦しまし

た。今では当たり前のように自社で輸出も輸入も

行っています。

最近では、ASEANという地域に興味を持ち、

力を入れています。まずは、弊社の機械を日本政

府のODA予算に乗せて現地の公営企業などに納

入することに取り組んでいます。今後ASEAN諸

国が成熟していく過程で、日本と同様、環境負荷

という問題に取り組んでいかなければならず、洗

浄機の需要が高まっていくだろうと思っていま

す。将来的にはベトナムの工科大学を卒業した学

生を技能者として自社で雇用し、ベトナムに帰っ

てから起業させる。そして弊社の製品をベトナム

で製造して各国に販売することを見据えていま

す。ASEAN経済共同体によって域内で関税が掛

からない時代が来ていますし、交通インフラの整

備が進み、日本の大手企業が物流システムを整え

ていっていますから、ASEAN地域に大きな魅力

を感じて取り組んでいます。

―製品開発にあたって大切にしていることはどん

なことでしょうか―

数年前に大手電機メーカーの中堅社員がモノづ

くりについて勉強したいと弊社に来たことがあり

ました。彼らには「私たちのモノづくりは人の声

を聴くことから始まっていて、そこにヒントがあ

る」こと、そして「私の作っている洗浄機は単純

大根洗浄機
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道内企業訪問

― ８ ―ほくよう調査レポート ２０１７年４月号

会社を牽引しているのは２０～３０代の社員

明快だけど絶対に真似できないという自信があ

る。日本の家電業界が厳しい状況にあるのは、ハ

イテクでデジタルな機械は方程式や理論で裏付け

されているので真似できるから。私がやっている

ローテクでアナログという部分は経験値が入って

いるから真似できない」ということを話しまし

た。ハイテク・デジタルの世界は日進月歩、競争

の世界ですが、ローテクでアナログというのは、

自分が４０年間この世界に身を置いている中で経験

を重ね、繰り返し学んできた中から新しいモノが

生まれてくる。我々がモノづくりをするとき、

困っている農家の人に今どうやっているのか聞い

たときに答えが出てきます。私はそれこそがモノ

づくりだと思いますし、方程式や理論ではなく、

経験値です。

大根洗浄機を例にすると、斜めにブラシ毛を植

えて保水しているという見た目や理屈で解る部分

について特許は取っています。しかし、その先に

関係するブラシのカットや毛の太さ、ブラシのこ

しだとかいう色々な要素はブラックボックスにし

ています。アナログで単純な機械ですがここには

私の経験値が入っているわけです。

もうひとつ、モノづくりをしていく中で大切な

のはモノを数字に変える術です。我々が利益を出

しているかを理解するためには、量ではなく数字

で判断していかなければなりません。弊社は１０年

掛かってその仕組みを作りました。今は発注した

らすぐに原価が帳簿に入って、この物件の仕入が

いくらあるか、工数はいくらか、外注費はいくら

か、最終的に粗利がどうなったかすべて分かるよ

うにしています。社員にもこの数字や試算表を公

開し、理解して仕事をしてもらっています。

―人材育成についてお聞かせください―

弊社は平成３年に二つの会社が合併していま

す。二つの会社を一つにするという中で、会社が

一つにまとまったと感じたのは２０年近く経過して

からです。会社が未熟なうちは、どうしても他の

会社で働いてきた人間を採用することが多いの

で、寄せ集めの集団になってしまいます。しかし

これでは「エフ・イーイズム」というのは継承で

きない。私はこの１０年でモノを数字に変える仕組

みを作ってきたと同時に、息子が将来会社に入っ

てくることを彼自身が決めた時点で、この会社を

「エフ・イーイズム」を継承できる会社にしよう

と思って改革してきました。現在弊社を牽引して

いるのは、この１０年のうちに入社した２０代から３０

代の社員です。彼らは経験こそ１０年しかないかも

しれないけれど、しっかりと「エフ・イーイズ

ム」を作っていってくれています。一方で、年配

の社員は縁の下の力持ちとなって会社を支えてく

れています。ですから、弊社のそれぞれの部署の

責任者は皆３０代で、その下に２０代の社員がついて

おり、とても若い会社になっています。
洗浄中の様子

（葉を傷めることなく連続して洗浄できる）
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― ９ ― ほくよう調査レポート ２０１７年４月号

人材を集めるためにはどういった技術や人

材が必要か知ってもらわなければならない

メーカーとして努力している企業は、BCP

に積極的に取り組むべき

海外展開の道標を自分が立てていきたい

―道内の大学、高専を卒業した人材が道内に残る

ために、どのような方策が必要でしょうか―

旭川では、高専を卒業した学生で地元に残って

くれているのは５％です。それだけ地元に魅力を

感じていない。現在、業界団体では「こういった

技術や人材が必要だ」ということを理解してもら

うために、先生方向けの企業見学会を行っていま

す。また、企業としても人材を集めるためには自

社をPRしていかなければならないでしょう。弊

社では総務の社員は学校回りを行っているし、積

極的にインターンシップも受け入れている。その

おかげで今年の春には新卒者が４人入ってきま

す。黙っていても人材が集まってくる時代ではな

いので、声を大きくして、こういった会社だと子

供たちに知ってもらうことが大切だと思います。

―静岡県の西光エンジニアリング様とBCP１に関

する相互応援協定を結ばれた経緯は―

札幌で開催されたものづくりテクノフェアで、

乾燥機メーカーである西光エンジニアリングは野

菜や果実を乾燥させる機械を展示していたのです

が、ブースを見たときに一目で「この機械は本物

だ」と思い、社長と名刺交換をしたのがきっかけ

です。あるとき、先方からBCPについて相談があ

りました。旭川は地震が無く災害に強い街である

ということで、私も旭川機械金属工業振興会の会

長という立場から、道外の会社と我々の業界が、

技術提携などの仕組みでお互いに守ることができ

たらと考えていたこともあり話をお聞きしまし

た。西光エンジニアリングも弊社も本社しかない

小さな会社ですが、メーカーとして仕事をしてい

く中では、お客様に対して「もし何かあってもこ

の会社が保護してくれます」という取り組みは大

切だと思い、協定を結びました。我々は災害の少

ない地域にいてどちらかというと意識は低かった

かもしれないですが、最近では北海道経済産業局

でも積極的にBCP策定支援を行っていますし、小

さな会社もしくはメーカーとして努力していると

ころは積極的に取り組むべきだと思います。

―株式会社エフ・イーの将来像についてお聞かせ

ください―

私はどちらかというと社員の顔を見ながら仕事

をしたいタイプなので、会社を大きくすることが

できなかったかもしれない。しかし、息子や若い

役員はエフ・イーという会社を今後もっと拡げて

いきたいという気持ちがあるようです。ここまで

私の時代に、なんとかこの洗浄機という分野に関

して、エフ・イーという、ブランドというと大げ

さかもしれないですが、全国に製品を拡げてきた

ので、この後は次の世代に会社の行く末を任せた

い。ただし、ASEANを含めた海外展開の道標く

らいは自分が立てておきたいと考えていますし、

そこは若い社員も理解してくれています。

（文責 廣谷 太輝）

１Business Continuity Planの略。企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場合において、
事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時
に行うべき活動や緊急時における事業継続のための方法、手段などを取り決めておく計画のこと。
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― １０ ―ほくよう調査レポート ２０１７年４月号
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１．はじめに

昨年来、事業所内保育園設置の動きが広がっています。直接的なきっかけは、内閣府が平成２８

年度から企業主導型保育事業（以下、本事業）という助成制度を開始したことですが、背景とし

ては、企業の人手不足と待機児童問題があると考えられます。

事業所内保育園とは、事業者が育児中の従業員向けに設置する保育園のことです。事務所の中

に限らず、事務所の外に設置する場合もあります。看護師などのために設置する院内保育園は、

多くの大規模な病院で設置されています。

２．深刻な人手不足

北海道の有効求人倍率は、平成２１年度の０．３５倍を底に平成２７年度は０．９６倍、平成２９年１月は

１．０６倍と上昇を続けています。現在、企業にとって人手不足が最大の課題の一つであり、事業所

内保育園が採用強化や離職防止に果たす役割は非常に大きくなっています。

３．未だ解消しない待機児童問題

道内の待機児童は平成２９年１月１日現在で１，１０１人となっています。これに特定の保育園のみ

を希望して入所できていないなどの「潜在待機児童」２，２３６人を加えると３，３３７人に及びます１。

各市町村が保育園整備を行い待機児童は減少傾向にあるものの、女性の就業者数増加に伴い、保

育を必要とする子どもの数も増加しており、待機児童問題の解消には至っていません。

経営のアドバイス

新設が相次ぐ事業所内保育園
～待機児童問題の緩和、働きやすさの確保に向けて～

北洋銀行 地域産業支援部

１出典：北海道保健福祉部「北海道における保育所等利用状況について（平成２９年１月１日現在）」。なお、札
幌市、旭川市、函館市は平成２８年１０月１日現在の数値。
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経営のアドバイス

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０１７年４月号

４．企業主導型保育事業の概要

本事業は、事業所内保育園に対する助成制度です。事業所内保育園に対する助成としては、以

前から厚生労働省の助成金や市町村の給付金がありましたが、それらと比較して手厚く、また使

い勝手も良くなっています。

本事業の特長・メリットは以下のとおりです。

・ 運営費・整備費の両方について、認可施設並みの助成が受けられる。

・ 働き方に応じた多様で柔軟な保育サービスが提供できる。

（延長・夜間、土日の保育、短時間・週２日のみの利用も可能）

・ 複数の企業が共同で設置することができる。

・ 他企業との共同利用や地域住民の子どもの受け入れができる。

また、運営費の支給対象期間について、厚生労働省の助成金では１０年などと限られていました

が、本事業では今のところ対象期間が限定されていません。

国は、本事業により平成２９年度までの２年間で５万人分の保育定員の確保を目指しており、平

成２９年度も引き続き募集を行う予定です。平成３０年度以降の整備に対する助成は未定です。

５．企業主導型保育事業の助成決定事例

本事業により助成決定を受けた道内の保育園は、平成２９年３月９日現在で３９施設です。

地域としては、やはり札幌市が２７施設と多く、釧路市が３施設、小樽市が２施設、旭川市、帯

広市、登別市、石狩市、留萌市、富良野市、七飯町が各１施設となっています。業種としては、

病院、介護事業者、保育事業者が従業員向けに設置する保育園がそれぞれ複数あるほか、ホテ

ル、百貨店、IT事業者も設置（を予定）しています。

他に特徴的なのが、保育事業者などが設置し、複数の事業者が会費を支払うことで会員となり

利用枠を確保し、各会員企業の従業員が利用する新しいタイプの保育園（以下、シェア型保育

園）です。
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― １２ ―ほくよう調査レポート ２０１７年４月号

６．シェア型保育園の概要

シェア型保育園が、事業所の集積してい

る札幌中心部や駅周辺に設置され始めてい

ます。

充実した助成制度ができたとはいえ、事

業所内保育園の設置にはやはり一定のコス

トがかかります。保育園を所有することに

よるリスクや、助成などに関する事務負担

も無視できません。

しかし、シェア型保育園であれば、園に

よっては１名枠から確保できるため、これ

までは事業所内保育園の設置が難しかった

小規模な事業者でも低コストで利用できる

可能性があります。保育園を所有するリス

クや事務負担からも解放されます。

７．おわりに

求人の際に「利用可能な託児所あり」と示すことで、職種によっては劇的に応募者が増えるな

ど、企業にとって事業所内保育園活用による採用強化に対する効果は絶大です。他にも、女性の

離職防止、女性活躍による企業内の活性化、企業イメージ向上など、多様な効果が見込まれま

す。

当行に対しても事業所内保育園に関する相談が増えており、保育事業者や不動産オーナーとの

マッチングなどを行っています。事業所内保育園活用を検討される際には、当行にご相談くださ

い。

＜事業所内保育活用セミナーを開催＞

道内企業の事業所内保育活用促進を目的として、セミナーを開催し、事業所内保育園活用

のメリット、企業主導型保育事業の概要、道内の事例などを紹介しました。満席に近い１０６

名が参加するなど、企業の関心の高さがうかがわれました。

日時：平成２８年１２月２０日� １５：００～１６：４０

場所：北洋大通センター４階（札幌市中央区大通西３丁目７）

主催：㈱北海道二十一世紀総合研究所、㈱北洋銀行

協力：北海道、札幌市、北の輝く女性応援会議

参加者：１０６名（企業の経営者・人事担当者など）
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≪ポイント≫

○ 日本のものづくり産業は今後作業環境改善など、女性でも携われる環境作りが必要

○ 学生への理科に対する興味・関心の向上へむけたきっかけづくりが重要

○ 大学を知の拠点とした、女子学生向け理科教育や社会人向け人材育成の取り組み

１．日本のものづくりと作業環境

資源のない国日本が戦後の焼け野原から立ち直り経済的に成長した陰には、「ものづくり」技

術があり、そのおかげで日本は経済大国になり、今の様な豊かな生活が出来るまでになった。自

動車、家電、洋服、伝統工芸など、日本の高度な技術力や品質の良さなど、世界中で高く評価さ

れMADE IN JAPANのブランドを確固たるものにしている。しかし、近年、生産拠点の海外シフ

ト、後継者問題、若者のものづくり離れなど、ものづくりに危機が迫っている。団塊の世代の大

量退職及び若者の中小企業離れにより、失われる可能性のある知識、ノウハウ等の現場技術を維

持・確保することが求められている。最近では、循環型社会の構築が喫緊の課題となっており、

ものを作るだけではなく生産現場において環境に配慮した設計（エコデザイン）が与件となりつ

つある。生産、流通、販売の各段階において３R「削減（Reduce）」、「再利用（Reuse）」、「再資

源（Recycle）」の考えが広がっている。我が国を支え、幅広くグローバルな視野を有する創造性

豊かな人材の育成を目指して、サスティナブルなものづくりが必要となっている。

大学における人材育成の取り組み
－理系女子教育と社会人教育－

図１ ものづくり製造環境の改善

国立大学法人 室蘭工業大学
教授 清水 一道

寄稿
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「ものづくり基盤技術振興基本法」（ものづくり基本法）の公布に伴い、ものづくりとしての基

幹的な産業である製造業の発展にむけて、そこで働くものづくり労働者の確保や資質の向上な

ど、女性がものづくり関連の職場へ進出し易い環境が整備されつつある。

これまでの、ブルーカラー（現業系、技能系）とされる職種で、３Kと呼ばれる「きつい

（Kitsui）」「汚い（Kitanai）」「危険（Kiken）」という作業内容は改善される傾向にある。高度熟練

工の減少と、ものづくり軽視の中で、衰退していくものづくり（素形材）産業を復興させるため

に、若手人材育成ならびに女性が就労し易い環境づくりを業界団体・企業は進めている。

ものづくり企業の中には補助的な仕事に従事する女性が多い中、ものづくりの高度な熟練技能

を身につけ活躍している女性も存在しているが、その数は圧倒的に少ない。近年作業現場では、

３Kと言わず３D「Durty（汚い）、Dangerous（危険）、Difficult（難しい）」と呼ばれることが多

い。現場作業に存在する３Dを排除し、ACE（Automation（自動化）、Clean（清潔）、Easy（簡略

化））へ転換することで、コンピューターの知識さえあれば、女性でもこれまで以上に問題なく

「ものづくり」に携われる時代になっている。また、製造された製品は、男女半々に使用され

る。男性だけでなく女性の考えも、ものづくりに反映しなければならず、近年産業界において工

学系出身の女子のニーズが高まっていると言える。

２．女子学生の理系進学の現状

近年の理科教育の現状は、筆者が小学生の頃と比較して大きく変化している。昭和４６年度にお

いて小学校の理科教育の時間は年間６３０時間であったのに対し、平成１４年度では２８０時間減少した

年間３５０時間の授業時間しかない。時間は減少しているのに対し授業内容は変化がないため、授

業時間内で終了させることが難しい「実験」は更に減少している。小中学生の理科授業の好き嫌

いの適合度を調査すると、この事が要因で、学年が上がるに連れ理科が好きな学生が減少してい

る。また、教育者の面からも理科の授業は難しく苦手と考えている教員が多いため、小中学生が

愉しく理解する要因が少ないのではないかと考えられる。

教育現場においても理工系の中でも工学部というのは、昔から男子学生の割合が高く、女子学

生は珍しい存在である。進路の決定に影響を及ぼした内容について調査をすると、工学系へ進む

女子学生は少なく、女子の考える理系は、一般的に医学・薬学や看護学などであり、実際に進学

率も高い。工学は就職に有利とされているが、理系女子は工学が有利という意識が理系男子より

低く、医学、薬学など資格に関わる専攻を有利と判断していると思われる。また、理工系への興

味・関心を引き起こすきっかけとして、日常生活での体験と学校での体験に着目すると、小学校

段階までは日常生活での体験の役割が、中学校以降では学校での体験の役割が大きくなる。女子

は、日常生活での体験をきっかけとしたものが男子より少ない。これは、理系女子を含めた女子

全般が、理工系とくに工学への興味に結びつくような体験の機会そのものが少なかったか、ある

いは、体験の機会は同様に与えられたがうまく情報を得られなかった可能性がある。学生時代に

職業体験に参加することで進路を決定している学生は、男子１５％に対して、女子２５％と高い。ま

た、理系女子は、理系男子に比較して物理に苦手意識をもっている。一方、女子の割合が低い工
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学の専攻には、物理に得意意識をもつ者が集まっている。これは、女子の物理に対する苦手意識

が工学選択の制約となっている可能性、あるいは、女子が工学に進む伝統がないため物理に苦手

意識をもっている可能性を示唆している。就職に関しても、女子の場合、工学専攻は就職に有利

という意識が男子より低い。また、就職のときの結婚・出産など考慮事項が男子に比較して多

い。これは、女子が仕事を続けるためには環境整備が必要であると認識していることを示してい

ると考えられる。

図２ 小中学校の授業数の変異

図３ 実体験による意識付けの影響
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３．ものづくり人材育成に関する取り組み

このように、大学進学を決定する前の学生時代において、工学やものづくりに触れることは後

の進学や就職に対して大きな影響を及ぼすとの見解から、私はこれまで学生が多くものづくりに

触れる機会を提供してきた。

（１）室蘭工業大学の取り組み

北海道室蘭市は、「ものづくりのまち室蘭」と言われており、製鉄所をはじめ関連する企業が

多数存在し、ものづくりに関する様々な活動が盛んな街である。その「ものづくりのまち」に拠

点をおく室蘭工業大学は、その特色を活かし、総合的な理工学教育を行うだけではなく、未来を

ひらく科学技術者を育てるとともに、人間・社会・自然との調和を考えた創造的な科学技術研究

を展開し、地域社会、さらには国際社会における知の拠点として豊かな社会の発展のために貢献

している。その一環として、ものづくり体験学習などの教育に関したプロジェクトがある。

「ものづくり教室」は、「ものづくり」を体験させることによって、ものづくりへの興味を沸

かせ、理科本来の楽しさや、人と協力し合い製作するコミュニケーション能力、さらに一つのも

のを完成させることによる達成感を味あわせることを目的としている。ものづくり教室の知名度

は年々高まり、市内を中心として、道内外から年間約１，８００名もの人たちが参加している。平成

２０年からこれまで累計約９，０００名以上が参加している。地元の小中高校だけなく、札幌市の中・

高校、特に藤女子中学校などの女子中・高校に対して出前授業と称して遠征し、ものづくりの面

白さを教える講座や体験学習も行っている。

図４ 室蘭工業大学によるものづくり教育
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図５ 日本鋳造工学会の長期ビジョン

① 理系学生応援プロジェクト

女子および男子学生の理系に対する経験不足による興味・関心の低下、理系に対する苦手意

識、就職や大学生活への不安などを払拭し、理系＝ものづくりに関しての仕事の意識付けや実体

験をさせることで進学や就職決定への礎となるものである。プロジェクトは、（公社）日本鋳造

工学会と共催で推進している。日本鋳造工学会は長期ビジョンの一環として、鋳造エンジニアに

関する人材育成を積極的に進めており、「鋳物を愉しむ、科学する、極める」といった学会の取

り組みと合致したためである。

プロジェクトは、高校生を対象として平成２５年から年２回のペースでこれまで７回開催し、

１６０名以上の学生が参加している。参加者の割合は、男子が約４０％、女子が６０％で女子学生の参

加比率が高い。平成２７年には、初めて女子校単独での依頼があった。プロジェクトの内容は、宿

泊を含めた２日間で開催し、講義と実習に分かれている。

講義では、安全講習からものづくり技術の歴史、材料力学（強度）、設計製図に関する講義

や、外部講師を招いての自動車・エンジンの仕組みに関しての講義などを行った。低温で溶解で

きる錫を使用した鋳造体験（ペーパーウェイト作り）、高温の鋳鉄を利用した鋳造体験（北海道

の形をあしらった木型を用いたジンギスカン鍋作り）、材料強度を考慮したパッケージデザイン

コンテスト、ネジ切り実習、図面読解能力を利用した部品組み立てコンテストなど多岐にわた

る。参加した学生は異なる学年、異なる学校同士混じり合い、チームでプロジェクトを進め、そ

の中でコミュニケーション能力や、課題解決やプレゼンテーションスキルを向上させた。また、
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図６ 理系学生応援プロジェクト

OB・OGによる座談会、工場見学なども行われた。プロジェクト毎に集計するアンケートでは、

鋳造ということを知らない学生がほとんどであったのに対し、３Kといわれる工学系の進学・就

職に対して、プロジェクトを通して良い印象に改善されたという回答が８０％以上であった。

実際、本プロジェクトの成果として、参加校からの理系への進学者の増加や、ニュースなどメ

ディアに紹介されたことによって体験学習参加校自体の入試倍率が上昇し、参加校自体のレベル

底上げにも繋がった。これらの成果によって、参加校と主催者側の両方に利益がえられたwin-

winの関係が成立している。

② 知（地）の拠点大学による地方創生推進事業（COC＋）

文部科学省が進めるCOC＋事業に２０１５年に採択されている。室蘭工業大学を始めとした道内

のものづくり系大学・高専が中心となり、卒業生の地元就職率の向上を図るため、産学官金の連

携により、教育カリキュラムの改革や雇用創出・若者定着に取り組んでいる。道内の７大学・４

高専・北海道、札幌市、室蘭市をはじめとする９つの自治体、北洋銀行、新日鐵住金、トヨタ自

動車北海道、北海道電力を始めとする２１の協働機関が参画する「北海道COC＋コンソーシアム

協議会」を設置し、道内就職率の向上にむけ、参加大学・高専の新卒全就職者数に占める道内就

職者数の割合を、平成３１年度末において平成２６年度末比で８％増加させることを目標としてい

る。地域が求める人材の輩出を図るための教育システムの構築と、学生の地域志向を高めるカリ

キュラム改革を行うこと、参加大学・高専が事業協働機関と連携して、若年者の雇用創出促進に

むけた取り組みの実施、若者の雇用創出にむけた企業誘致、新産業創出を図ることを、事業内容
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としている。

主要な取り組みとして、「ものづくり目利き塾」を実施している。ビジネス転換における中小

企業の課題は、企業技術の競争力およびその確証、新市場開拓や新商品の価格設定等のマーケ

ティング、そして開発から販売までの各段階における資金調達である。これら課題解決に向けて

産学官金が連携し、その連携を円滑に推進するためには、担保・保証に過度に依存しない金融支

援を行う「目利き」能力が必要不可欠である。その目利き能力を補完する取り組みが、地方自治

体担当者や金融機関担当者、特に文系出身者に対しての目利き人材育成教育としての「ものづく

り目利き塾」である。これまで２回開講しており、金融機関、自治体関係者など約３０名が参加し

ている。「エンジンの構造」「鋳物製炊飯釜」などの身近なものづくり製品を例にとった講義、材

料強度に関する知識を身につける「卵パッケージコンテスト」や、加工機械を利用したネジ切り

実習、溶接実習、実際の鉄を溶かして製造する鋳造実習など、ものづくりの基礎を体験する。最

終的には、経済産業省が主催する「ものづくり日本大賞」の北海道受賞企業製品を例として、受

賞理由や受賞させるためのプレゼンテーション作りなどの能力を高めるグループワーキングを実

施している。これらの一連の講義を通して得られた目利き能力によって、製造業の特色や企業の

強み、技術力の高さや成長性の見極めがなされ、融資拡大など業界の振興に繋がることを期待し

ている。

図７ ものづくり目利き塾
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４．おわりに

日本の「女子力」は世界をリードするポテンシャルを秘めているが、残念ながら日本の「もの

づくり」はその女子力を十分に活用できているとは言えない。今後いわゆる「理系女子」なかで

も「工学系女子」が増え、もっと積極的に「ものづくり」に携わることで、日本のものづくりは

また新しい価値を生み出せると考えられる。工学系女子を採用するために、工場をACE化するこ

とは、一つのイノベーション創出となっているのではないか。
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２０１６年 室蘭工業大学もの創造系領域機械航空創造系学科 教授

室蘭工業大学 理事補（連携担当）

ものづくり基盤センター センター長
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１、女性の活用、活躍のための
計画・目標の策定状況【表１】

「策定済」が８％、「策定予定あり」
が２０％、「策定予定なし」が４２％、「未
定」が３０％であった。
建設業の前向きな姿勢が目立ってい

る。また、外部機関の支援を求める声も
あった。

２、女性の活躍に向けた取組
（複数回答）【表２】

全産業では１位が「特にない」（３５％）、
２位が「女性従業員の拡大」（３３％）、３
位が「勤務時間の柔軟化」（２６％）であっ
た。うち製造業では１位が「特にない」
（４２％）、非製造業では１位が「女性従業
員の拡大」（３４％）であった。
中小企業における取組の難しさに関す
る声も聞かれた。

この法律は平成２７年８月に成立しました。女性の職場での活躍を推進するためのもので、平
成２８年４月からスタートしています。
女性活躍推進法に基づき、国・地方公共団体、３０１人以上の大企業は、（１）自社の女性の活
躍に関する状況把握・課題分析、（２）その課題を解決するのにふさわしい数値目標と取組を
盛り込んだ行動計画の策定・届出・周知・公表、（３）自社の女性の活躍に関する情報の公表
を行わなければなりません（３００人以下の中小企業は努力義務）。
また、行動計画の届出を行い、女性の活躍推進に関する取組の実施状況が優良な企業につい
ては、申請により、厚生労働大臣の認定を受けることができます。認定を受けた企業は、厚生
労働大臣が定める認定マークを商品などに付することができます。

調査方法：調査票を配付し、郵送または電子メールに
より回収。

調査内容：「女性の活用・活躍について」
１、女性の活用・活躍のための計画・目標
の策定状況について

２、女性活躍に向け取り組んでいることに
ついて

回答期間：平成２８年１１月中旬～１２月中旬

特別調査

計画の「策定予定あり」が２割。外部機関の支援も課題に
女性活躍推進の状況等について

要 約

＜女性活躍推進法とは（厚生労働省ホームページより）＞

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ４１４ １００．０％
札幌市 １５４ ３７．２ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９２ ２２．２
道 南 ３７ ８．９ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６０ １４．５ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ７１ １７．１ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７１０ ４１４ ５８．３％
製 造 業 ２０５ １１９ ５８．０
食 料 品 ６９ ４０ ５８．０
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２０ ５７．１
鉄鋼・金属製品・機械 ６２ ３５ ５６．５
そ の 他 の 製 造 業 ３９ ２４ ６１．５
非 製 造 業 ５０５ ２９５ ５８．４
建 設 業 １３６ ８１ ５９．６
卸 売 業 １１１ ６０ ５４．１
小 売 業 ９３ ４８ ５１．６
運 輸 業 ５０ ３２ ６４．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １５ ４４．１
その他の非製造業 ８１ ５９ ７２．８

業種別回答状況

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０１７年４月号
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全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�計画・目標を策定済
（２７年７月以前） ３ ３ ３ ６ ０ ９ ３ ５ ２ ０ ０ ７ ３

�計画・目標を策定済
（２７年８月以降） ５ ４ ５ ０ ３ ５ ５ ８ ２ ７ ７ ０ ７

�策定済計［�＋�］ ８ ７ ８ ６ ３ １４ ８ １３ ４ ７ ７ ７ １０

�策定予定あり ２０ １２ １３ １１ １１ １４ ２３ ２２ ２１ ３３ １３ ２７ ２２

�策定予定なし ４２ ５０ ４６ ５０ ４６ ６４ ３９ ３４ ５１ ３５ ４５ ３３ ３５

�未定 ３０ ３１ ３３ ３３ ４０ ８ ３０ ３１ ２４ ２５ ３５ ３３ ３３

全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�特にない
① ① ③ ① ① ① ② ① ① ② ① ②
３５ ４２ ２８ ４４ ５３ ４８ ３２ ３６ ３３ ２８ ３１ ２０ ３２

�女性従業員の拡大（パ
ート、派遣社員からの
正社員登用も含む）

② ② ① ② ② ③ ① ③ ② ① ② ① ①
３３ ３１ ４９ ２８ ２１ １９ ３４ ２６ ２６ ４７ ２７ ６０ ３８

�勤務時間の柔軟化（短
時間勤務、フレックス
タイムなど）

③ ③ ② ③ ③ ② ② ② ③ ②
２６ ２６ ３３ １７ ２１ ２９ ２６ １９ ２６ ２１ ２７ ４７ ３２

�休業がハンディとなら
ない人事制度の導入・
運用

④ ③ ③ ③ ②
２５ ２０ ２８ １７ １５ １４ ２７ ３４ ２３ １９ ２３ ２０ ３０

�異動や担当業務につい
ての意向確認

⑤ ③ ③ ③ ③
１９ １９ ２１ １７ １８ １９ ２０ １５ １６ ２３ １５ ４０ ２３

�女性管理職への積極登
用

⑤ ③ ③ ②
１９ ９ １０ １７ ６ ５ ２３ ２３ １８ ２３ １９ ５３ ２３

�他
⑦
２ １ ０ ０ ３ ０ ３ ０ ０ ２ ８ ０ ７

【表１】女性の活用、活躍のための計画・目標の策定状況（有効回答数３９８件）
（単位：％）

【表２】女性の活躍に向けた取組（複数回答）
（単位：％）

特別調査

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０１７年４月号
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１．食料品製造業

２．鉄鋼・金属製品・機械

３．その他製造業

４．建設業

＜水産加工業＞ 出産・育児休暇、短時間勤

務は設けているが、複数人同時期に休暇取得

した場合に業務運営が厳しくなる。従業員が

少ない会社には厳しい。

＜酒類製造業＞ 昇進に消極的な女性社員に

管理職を目指す意欲を持たせ、女性社員の戦

力化を図っていきたい。

＜乳製品製造業＞ 管理職を見据えて仕事を

する女性職員が少ない。女性の意識改革や教

育が必要と考える。そのために、環境づくり

を行わなければならない。

＜機械器具製造業＞ 女性について、非正規

社員の正規化などは取り組んでいる。女性の

就労意欲が低い場合に登用は難しい。若手の

うちからキャリア教育などを施し育成する必

要がある。

＜機械器具製造業＞ 女性が働く業務が限ら

れているため、女性の応募が少ない。

＜金属製品製造業＞ 女性自身の意識改革を

伴うため時間がかかる問題である。あまり急

がずに周辺の環境を整えていく事が重要であ

る。しかし、中小企業にはその余裕がない。

＜コンクリート製品製造業＞ 派遣社員から

の登用のみの取組みで、女性活用について、

特に行っていない。

＜建設業＞ 頑張っている女性の昇進・昇格

は、社内においてメリットは高いと思う。し

かし、結婚退職が多いため、結婚後も引き続

き就労できるかがポイントと考える。

＜建設業＞ 女性担当部署が総務・庶務・建

設営業に限定されているため他部署での活用

やスキルアップを検討している。

＜建設業＞ 女性を積極採用する方針である

が、環境整備が必要である。建設現場では大

型現場は環境が整いつつあるが、小型現場で

は不完全である。今後も建設現場に身を投じ

たいという女性のために体制づくりが課題で

ある。

＜建設業＞ 経理や総務等の事務部門の女性

社員には、働きやすさの向上を図っている。

しかし、工事現場は、真冬の屋外など就業環

境が厳しく課題が多い。また、男女平等に採

用活動をしているが応募がない。

＜建設業＞ 新しい政策の対応に積極的に取

り組む余裕は中小企業にはない。

〈企業の生の声〉

特別調査
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５．卸売業

６．小売業

７．運輸業

＜食品卸売業＞ 業界全体での取り組みが必

要である。慣行を見直し、女性が働きやすい

環境を作っていかなければならない。

＜建材卸売業＞ 営業部門に配属したいが時

間的に難しい。産休後の復職など対応してい

るが、職種は事務職、営業サポートのみと

なっている。

＜建材卸売業＞ 意欲ある人材が少ない。社

内環境の中で育てる状況を作っていきたいと

考える。また、外部機関でもその機会をつく

るなど支援をしてもらいたい。

＜機械器具卸売業＞ 危険性の高い業務であ

り、女性の活用は難しい。事務職では問題な

いが、人は足りている状況である。

＜その他卸売業＞ 産休、育児休暇などを伴

う雇用について、小規模の会社で対応するの

は難しい。

＜コンビニエンスストア＞ 小売業において

はパート女性の重要性は高く、働く女性が向

上心を持って活躍する場はたくさんある。

＜コンビニエンスストア＞ 夫婦子持ちの共

働きの家庭は男性の長時間勤務を見直し、男

性が育児、家事を協力する時間を増やして女

性を働きやすくすべきである。

＜その他小売業＞ 家庭内での介護や育児の

理由で責任ある立場を望まない従業員が多

い。新規雇用で既存の従業員の上に立たせる

と全体的なバランスが崩れることもあり、ま

だ時間がかかる問題である。

＜その他小売り＞ 女性管理職はいないが、

管理職の次の役職には本部・店舗とも多数の

女性がいる。基本的には男女関係なく実力主

義での登用を行ってきた。しかし、女性の場

合、結婚やご配偶者の転勤によって、継続的

な勤務が難しくなるケースが出てくる。

＜運輸業＞ 育児休業時における派遣社員で

の代替など考慮しているが、業務上教育する

時間がなく、極めて厳しい状況である。

＜運輸業＞ 事務や営業以外にも現場業務の

立ち合いがあり、安全対策が整備されれば、

雇用の増加も見込まれる。

特別調査
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８．ホテル・旅館業

９．その他非製造業

＜ホテル＞ 保育所を新設した。さらに、働

きやすい職場環境を考えていきたい。

＜ホテル＞ 社内託児所を導入し環境を整備

しているが、出産育児に伴う休業や時短勤務

など支障がでることもあり難しい。

＜建設機械リース＞ 「女性活躍推進」と

いった話題に触れてこなかった。働き方の意

識が多様化し女性の進出も見受けられるよう

になり、真剣に取り組む必要性を実感した。

＜土木建築サービス＞ 大学卒、大学院卒の

女性社員も在籍しており、能力適性に沿う処

遇を行っている。人事考課は男女差なく処遇

をしている。

＜リネンサプライ＞ 女性管理職の登用を考

えているが、女性自身の意識が感じられな

い。

＜その他非製造業＞ 現在の社屋の構造が男

性中心のレイアウトになっているために、

ロッカーや化粧室などのスペースが不足して

いる。今後、設備投資が必要である。

特別調査

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０１７年４月号

ｏ．２４９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２１～０２５　特別調査  2017.03.21 16.13.11  Page 25 
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64,381 64,522
66,201

68,196 67,791

69,874 69,767
68,940

65,898

60,000

65,000

70,000

1,169
1,228

1,270

1,385 1,366
1,422

1,519
1,599 1,581

1,000

1,200

1,400

1,600

国内医薬品の生産金額の推移 漢方製剤等の生産金額の推移

（資料）厚生労働省「薬事工業生産動態統計調査」

日本における漢方製剤市場の規模が拡大傾向にある中、その原料となる生薬は、多くを中
国からの輸入に依存しています。中国国内での生薬需要の増加を背景に中国産の生薬価格が
上昇しており、国内では国産生薬の生産拡大を目指す取り組みが相次いでいます。今回は、
障がい者を雇用して、茯苓（ブクリョウ）の国産化に挑戦する株式会社てみるファームの取
り組みをご紹介します。

１．生薬・漢方製剤市場について

（１）生薬・漢方薬とは

生薬とは、植物や動物、鉱物など天然産由来の薬物のことで、主に医薬

品の原料として用いられています。代表的な生薬に、甘草（カンゾウ）、

芍薬（シャクヤク）、茯苓（ブクリョウ）などがあります。漢方薬は、原

則として２種類以上の生薬を組み合わせて作られたものです。

（２）漢方製剤市場の動向

平成２６年度における国内医薬品生産金額は、６兆５，８９８億円で、うち漢

方製剤等の生産金額は１，５８１億円と全体の２．４％に過ぎませんが、その割合は年々増加していま

す。科学的メカニズムの解明などにより漢方製剤を処方する医師が増えてきたため需要は高く、

その生産金額は平成１８年から８年間で３５％増加しており、今後も市場の拡大が見込まれます。

（３）生薬調達における中国リスクの台頭

平成２６年度に国内で医薬品原料として使用された生薬の年間総使用量は、約２５，０００トンです。

このうち日本で生産された生薬は約２，５００トンと全体の１割に過ぎず、海外からの輸入に大きく

依存しています。

近年、生薬の輸入数量が横ばい推移の中、輸入金額は大幅な増加傾向にあり、平成２４年から３

地方創生×北洋銀行

農業・福祉連携による生薬生産で地域活性化を！
～てみるファームの茯苓栽培国産化プロジェクト～

株式会社北洋銀行 地域産業支援部
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地方創生×北洋銀行

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０１７年４月号
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生薬の輸入数量の推移 生薬の輸入金額と単価

（資料）財務省「貿易統計」

道内における薬用作物の作付状況（平成２４年）
栽培面積（ha） 生産量（t）

（資料）（公財）日本特産農産物協会
「薬用作物に関する資料（平成２５年）」 （資料）北海道薬用作物生産拡大検討会「北海道薬用作物導入の手引き」

年間で約５０％増加しています。これは、輸入金額の８割を占める中国産生薬の価格高騰が主な要

因と考えられます。中国では、経済発展による国内での需要量増加を背景とした投機的買い占め

や、天候不順などによって生薬価格が上昇しており、それに伴い、平成２７年度の中国産生薬の輸

入平均単価は平成２４年度の約１．６倍の水準に達しています。日本国内での需要増加に対応するに

は、原料生薬の安定確保が必要であり、「国内栽培の推進」「調達ルートの複線化によるリスク

ヘッジ」等の取り組みが課題といえます。

２．北海道における生薬生産の現況

（１）北海道は日本有数の生薬生産地

平成２５年のデータによると、北海道は、生薬の栽培面積は全国第１位の３２３ha、また生産量は

全国第２位の８４７トンとなっています。

品目別では、冷涼な気候を好むセンキュウの作付の割合が高く、トリカブト、ダイオウ等が栽

培されています。

（２）生薬の一大産地化への期待

かつて北海道は生薬生産の一大拠点でした。昭和４２年に道や名寄市等が北海道生薬公社を設

立、公社が中心となり生産を拡大していましたが、その後、安価な中国産の台頭により衰退し、

平成８年には北海道生薬公社は解散となりました。

中国産の生薬価格が上昇する中、道内では、かつて盛んであった生薬生産の拡大に向けた取り

組みが行われています。平成２１年に漢方薬大手ツムラが「夕張ツムラ」を設立し、センキュウ等

の栽培を開始、平成２５年には名寄市や農家等が「名寄市薬用作物研究会」を設立し、カノコソウ

の栽培を始めています。
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（従 来） 露地栽培 原木を用いて地中で1年かけて栽培・収穫  

（新技術） 屋内菌床栽培 菌床を用いて屋内で約4ヶ月かけて栽培・収穫 

＜特徴＞ 
・栽培期間が短縮 
・通年栽培が可能 

土地が広く冷涼な北海道は、機械化による大規模栽培が可能であり、電気代等の保管コストも

抑えられ、生薬生産に適しています。地域に応じた栽培技術の確立や品質規格のクリア、販売先

の確保等の課題はありますが、今後需要の拡大が期待される生薬生産は、農業振興など地域活性

化に繋がる可能性を秘めており、官民連携による取り組みの強化が必要と考えます。

３．事例紹介
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◆平成29年1月 てみるファーム本社工場、生振ファーム茯苓栽培施設が完成。 
◆平成31年には、生薬生産量約14トン、障がい者等雇用創出人数約10人を目
　指す。 

４．おわりに

生薬の安定調達が求められる中、近年、生薬の国産化や生産拡大に向けた動きが広がっていま

す。その一つが、株式会社てみるファームが石狩市を舞台に進める「茯苓栽培国産化プロジェク

ト」で、「石狩市まち・ひと・しごと創生総合戦略」事業に採択されています。

本プロジェクトは、地方創生事業として期待されるほか、障がい者が農業の担い手となる農福

連携事業としても注目されます。高齢化・後継者不足に悩む農業に障がい者の力を活用すること

は、農業の振興と障がい者の自立支援に繋がります。北海道初となる茯苓栽培、農福連携のモデ

ル化に取り組む当社の挑戦は、北海道農業の新たな可能性を広げていくものと考えます。

ｏ．２４９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２６～０２９　地方創生×北洋銀行  2017.03.21 16.13.29  Page 29 



― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０１７年４月号

経済コラム 北斗星

持続性のある「地方創生」の推進を
去る２月１１日、北海道地域創生セミナーが開催され、山本幸三・地方創生担当大臣が講師

として基調講演を行った。山本大臣は、「地方創生」を「地方の平均所得を上げること（稼

ぐ力を強化）」と定義した上で、①地域経済分析システム（RESAS）等を活用した確かな根

拠に基づく政策立案、②各地域が工夫して自らチャレンジする自助の精神、が重要であると

強調された。

周知のとおり、地方創生は、平成２６年に制定された「まち・ひと・しごと創生法」に基づ

き、①雇用、②子育て、③人の流れ、④まちづくり、の４つの目標を主軸に、①地方の稼ぐ

力、②地域の総合力、③民間の知見、を引き出し、地域活性化を推進（いわゆるローカルア

ベノミクス）することを目指している。また、全国の地方公共団体は、平成２８年３月を最終

期限とし、「地方版総合戦略（平成２７年からの５か年計画）」を策定した。今般、政府は、２

月３日に地方公共団体の施設整備事業の中から雇用創出や生産額の増加が期待される８９７事

業を選び、平成２８年度第２次補正予算として合計５５６億円の交付金の支給（北海道、５４事業

３９億円）を発表した。

人口減少、少子高齢化時代を迎え、地域の最重要政策課題である「地方創生」の動きは、

一見、着実に進みつつあるようにも見える。しかし、各地域の実情を見ると、今後に残され

た懸案も決して少なくはない。第１は、地域の取り組み姿勢にばらつきがみられることであ

る。地域の自立に向けた良い意味での危機感（未来志向に向けたバネ）がしっかり根付いて

いるか。交付金頼みとなっていないか。この点、地方公共団体トップのリーダーシップの発

揮が、今後、一段と期待されるところである。

第２は、「地方版総合戦略」の中味が具体性に欠けるものが多いことである。計画策定に

当たって、ほとんどコンサルタントにお任せといったものも結構多いと耳にする。更に、肝

心の「地方版総合戦略」が、地域の人々にほとんど読まれていないのも気になるところであ

る。また、計画に盛り込まれた目標値（KPI）をチェックしていく体制（PDCA）がしっか

り構築されているかなどの事業運営体制にも課題が残る。

第３は、地方創生を推進していくための人材不足もささやかれている。政府は、地域金融

機関や有力企業からの人材派遣を勧奨しているが、もともと地方の民間企業にそのような余

裕がさほどあるとは思えない。人材確保、人材育成が今後大きな課題となってくるであろう。

第４は、広域連携体制が未だほとんど構築されていないことである。地域の活性化は、市

町村単体の動きがコアとなるとはいえ、共通課題に対して広域に取り組まなければ大きな効

果を期待できないものもある（観光などはその典型的事例）。この面で、事業分野によって

は、今後、市町村の枠を超えた広域的な取り組みがますます求められよう。

このように見てくると、地方創生に関しては、地域の持続的、継続的な取り組みが不可欠

であり、決して一時のブームで終わらせてはならない。地方公共団体、企業経営者、地域住

民等、関係者の一層の奮起が期待される。（平成２９年３月８日 北洋銀行会長 横内龍三）
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マーケット情報

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０１７年４月号

【全体概要】
・１月の販売額は、４，０３２万円（前年同月比▲２７．８％）、レジ客数２５，８０８人（同▲１０．５％）、客単
価１，５６２円（同▲１９．４％）。外国人観光客の来店は多かったものの、購入単価が低く、定番の土
産品も伸び悩んだ。前年度に実施されたプレミアム商品券の反動もあり、水産品（同▲
３５．２％）、菓子類（同▲３２．７％）など各部門の売上が大幅に減少した。個別の商品では「切干
大根」、「バタじゃが」の売行きが好調であった。
・平成２８年度の累計では、販売額は４億７，４７２万円（前年比▲１１．３％）。部門別では、日配品（同
＋１１．８％）が好調であったが、水産品（同▲１７．３％）、菓子類（同▲１７．４％）を始め、全体的
に前年を下回っている。

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 胆振 キンキいずし ５００g ３，６００ ５７ ２０４，４８０
２ オホーツク さざ波サーモン １，０６５ ８３ ８８，３９５
３ 上川 サクッと！ワカサギ（醤油風味） ９５３ ９１ ８６，７２３
４ 檜山 ソフトだるまいか １，３８０ ７８ ８５，８００
５ 空知 鮭キムチ １，０００ ８５ ８５，０００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 空知 美唄やきとり ６１９ ３１３ １９２，９４４
２ 十勝 手作り餃子 １２００g １，６９４ ８９ １５０，７６６
３ 十勝 手作り餃子 ６００g ８９８ １４６ １３１，１０８
４ 空知 特上ラム ４００g ８８８ ８１ ７１，５７４
５ 石狩 放牧豚無添加ポークウインナー ２８４ １７８ ７０，８４４

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 上川 バタじゃが ５個入 ６００ ４３９ ２６３，２８０
２ 十勝 切干大根 ３７９ ５１０ １９３，０６５
３ 石狩 ほし甘いも ６００ ３１０ １８５，７６０
４ 石狩 ほし甘いも（紅あずま） ６００ ２６６ １５９，４８０
５ 石狩 にしん漬け ５００g ８５０ １１８ １００，３００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 渡島 トラピストバター １，１４３ ６１ ７３，２００
２ 胆振 カチョカバロ ピッコロ ６３０ ６６ ４１，４５４
３ 後志 のむヨーグルト ５００ml ３４３ １１５ ３９，３３０
４ 根室 べつかいのコーヒー屋さん １８０ml １２０ ２９５ ３５，３８８
５ 後志 クリスピーチーズ ３００ １１５ ３４，５００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 じゃがポックル ８００ ８１７ ６６８，２３７
２ 十勝 マルセイバターサンド １０個入 １，１１１ ３２９ ３９５，５４７
３ 石狩 白い恋人 １８枚入 １，０５７ ３３１ ３４７，６６３
４ 十勝 マルセイバターサンド ５個入 ５５６ ５０５ ３０３，５０５
５ 石狩 白い恋人 ２４枚入（ホワイト＆ブラック） １，４０９ １９４ ２７１，１７６

＜札幌店＞ 札幌市北区北６西４ JR札幌駅西通り北口 北海道さっぽろ「食と観光」情報館内
＜資料出典＞ 一般社団法人 北海道貿易物産振興会 ホームページ

http : //www.dousanhin.com/shop/sapporo_jr/index-supportdata.php
＜問合せ先＞ 北海道経済部食関連産業室マーケティンググループ TEL：０１１‐２０４‐５７６６

北海道どさんこプラザマーケット情報 札幌店 【平成２９年１月分】

（１）水産品 【６２７万円】

（２）畜産加工品 【１４１万円】

（３）農産品 【４８３万円】

（４）乳製品 【１６７万円】

（５）菓子類 【１，４５４万円】

ｏ．２４９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３１　　　　　マーケット情報  2017.03.21 16.14.14  Page 31 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２７年度 ９４．８ △２．６ ９７．４ △１．０ ９５．６ △０．５ ９６．３ △１．２ １００．６ △３．３ １０６．８ １．８

２７年１０～１２月 ９４．２ △１．３ ９７．１ ０．１ ９４．９ △０．８ ９６．６ ０．４ １００．３ △１．０ １１２．７ △０．５
２８年１～３月 ９３．３ △１．０ ９６．１ △１．０ ９２．９ △２．１ ９４．７ △２．０ １０３．５ ３．２ １１５．４ ２．４

４～６月 ９３．１ △０．２ ９６．３ ０．２ ９２．３ △０．６ ９４．９ ０．２ １０３．６ ０．１ １１３．９ △１．３
７～９月 ９４．６ １．６ ９７．６ １．３ ９４．２ ２．１ ９５．６ ０．７ ９８．１ △５．３ １１０．９ △２．６
１０～１２月 ９４．９ ０．３ ９９．６ ２．０ ９４．７ ０．５ ９８．８ ３．３ r ９５．４ △２．８ １０７．５ △３．１

２８年 １月 ９３．２ △０．５ ９８．３ ２．５ ９２．４ △２．４ ９６．８ ２．０ １０３．０ ２．７ １１２．４ △０．３
２月 ９２．６ △０．６ ９３．２ △５．２ ９０．７ △１．８ ９２．８ △４．１ １０３．３ ０．３ １１２．２ △０．２
３月 ９４．２ １．７ ９６．７ ３．８ ９５．７ ５．５ ９４．５ １．８ １０３．５ ０．２ １１５．４ ２．９
４月 ９３．９ △０．３ ９７．２ ０．５ ９３．９ △１．９ ９６．０ １．６ １０５．０ １．４ １１３．４ △１．７
５月 ９０．１ △４．０ ９４．７ △２．６ ９０．２ △３．９ ９３．５ △２．６ １０２．９ △２．０ １１３．９ ０．４
６月 ９５．４ ５．９ ９６．９ ２．３ ９２．８ ２．９ ９５．１ １．７ １０３．６ ０．７ １１３．９ ０．０
７月 ９５．３ △０．１ ９６．５ △０．４ ９３．７ １．０ ９５．８ ０．７ １０２．９ △０．７ １１１．２ △２．４
８月 ９２．９ △２．５ ９７．８ １．３ ９２．７ △１．１ ９４．７ △１．１ １０１．２ △１．７ １１１．５ ０．３
９月 ９５．６ ２．９ ９８．４ ０．６ ９６．３ ３．９ ９６．４ １．８ ９８．１ △３．１ １１０．９ △０．５
１０月 ９３．３ △２．４ ９８．４ ０．０ ９２．９ △３．５ ９８．３ ２．０ ９６．０ △２．１ １０８．６ △２．１
１１月 ９６．０ ２．９ ９９．９ １．５ ９５．６ ２．９ ９９．３ １．０ ９４．４ △１．７ １０６．９ △１．６
１２月 r ９５．４ △０．６ １００．６ ０．７ ９５．５ △０．１ ９８．９ △０．４ r ９５．４ １．１ １０７．５ ０．６

２９年 １月 p９４．４ △１．０ １００．２ △０．４ p９２．６ △３．０ ９９．２ ０．３ p９９．６ ４．４ １０７．４ △０．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２７年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３

２７年１０～１２月 ２５７，６１５ ２．２ ５３，４８７ １．３ ５９，６０８ △１．０ １９，３１４ ０．１ １９８，００７ ３．０ ３４，１７３ １．７
２８年１～３月 ２３４，６８５ ３．９ r ４８，２６３ １．７ ５３，０４４ △１．９ １６，６１２ △２．０ １８１，６４１ ５．５ r ３１，６５１ ３．５

４～６月 ２２８，３０５ ０．６ r ４７，１２１△０．９ ４６，２９０ △３．６ １５，３２０ △４．５ １８２，０１５ １．７ r ３１，８０１ ０．９
７～９月 ２３３，７５９ １．４ r ４７，４６９△１．６ ５０，４８５ １．９ １５，３７８ △３．７ １８３，２７４ １．２ r ３２，０９１ △０．５
１０～１２月 ２５７，５３８△０．０ r ５３，１２５△０．７ ５５，１０３ △７．６ １８，６６７ △３．４ ２０２，４３５ ２．２ r ３４，４５９ ０．８

２８年 １月 ８０，７４４ ５．１ r １６，９１４ ２．１ １８，５３３ △０．１ ５，８６９ △２．１ ６２，２１１ ６．４ r １１，０４５ ４．３
２月 ７２，９０８ ４．７ １４，８８６ ３．３ １５，８０８ △３．３ ４，９１２ △０．３ ５７，１００ ６．９ ９，９７４ ５．０
３月 ８１，０３３ ２．２ r １６，４６３△０．２ １８，７０３ △２．５ ５，８３１ △３．２ ６２，３３０ ３．４ r １０，６３３ １．３
４月 ７５，５２３ １．２ r １５，４６０△０．１ １５，０８１ △３．６ ５，０１２ △４．０ ６０，４４３ ２．５ r １０，４４７ １．９
５月 ７７，１５２△０．６ r １５，９８２ △１．９ １５，６０３ △４．６ ５，１２５ △５．４ ６１，５４９ ０．５ r １０，８５８ △０．１
６月 ７５，６２９ １．３ r １５，６７９△０．７ １５，６０６ △２．５ ５，１８３ △３．９ ６０，０２３ ２．３ r １０，４９６ ０．９
７月 ８１，２１９ ２．４ r １７，２１４ ０．９ １８，４０７ １．９ ６，１６５ △０．４ ６２，８１２ ２．６ r １１，０４９ １．７
８月 ７８，２６２△１．２ r １５，５４５△３．２ １５，２９０ △３．２ ４，５２９ △６．３ ６２，９７２ △０．６ r １１，０１６ △１．９
９月 ７４，２７９ ３．１ r １４，７１０△２．７ １６，７８８ ７．２ ４，６８４ △５．２ ５７，４９０ １．９ r １０，０２６ △１．４
１０月 ７８，０７４ １．６ r １５，９７０△０．６ １６，１１３ △７．２ ５，２４５ △４．６ ６１，９６２ ４．１ r １０，７２５ １．４
１１月 ７８，４２９ ０．４ １６，４７９△０．１ １６，４７９ △７．４ ５，７９６ △３．３ ６１，９４９ ２．６ １０，６８３ １．８
１２月 １０１，０３５△１．５ ２０，６７６△１．２ ２２，５１１ △７．９ ７，６２５ △２．６ ７８，５２４ ０．５ １３，０５１ △０．４

２９年 １月 ８１，３６１ ０．８ １６，７４３△１．０ １８，０８２ △２．４ ５，７４０ △２．２ ６３，２７９ １．７ １１，００３ △０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０１７年４月号

ｏ．２４９（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標　※項目増  2017.03.17 13.11.09  Page 32 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２７年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０

２７年１０～１２月 ３６，９７５ ２．８ １０，９８３△１．８ ５８，４８７ １０．６ １３，９８２ ７．５ ３６，８０９ ０．７ ８，８４１ △０．５
２８年１～３月 ３６，５０６ ４．４ １０，５４４△１．７ ５８，５９６ １１．８ r １３，６８７ ９．３ ２５，３３１ １．８ r ７，２９６ ２．０

４～６月 ３０，１７６ ３．１ ９，６９７△０．１ ５８，６１２ ９．２ r １４，２９７ ６．８ ３６，６８３ △０．１ r ８，８１７ ０．８
７～９月 ３４，０３１△０．１ １０，７０４△３．１ ６２，１１１ ５．２ r １４，５１１ ５．７ ３２，５４０ △０．５ r ８，１８５ △１．１
１０～１２月 ３６，０５１△２．５ １０，８８４ △０．９ ６０，８５６ ４．１ r １４，７６３ ５．６ ３５，５２４ △３．５ r ８，７９３ △０．５

２８年 １月 １３，０８８ １０．２ ３，７３７ ３．２ ２０，４５５ ８．１ r ４，４６４ ８．４ ８，６３６ ３．８ r ２，４３１ ３．１
２月 ９，８９８ ３．７ ２，９８９△１．２ １９，６１３ １３．９ r ４，４７９ １１．９ ７，２２７ ３．７ r ２，２３５ ２．３
３月 １３，５２０△０．３ ３，８１８△６．３ １８，５２８ １３．８ r ４，７４４ ７．８ ９，４６８ △１．３ r ２，６３０ ０．９
４月 １０，３３５ ５．５ ３，１３７△０．９ １９，２２３ １２．７ r ４，６７６ １０．７ １１，６８２ ０．０ r ２，９５０ ３．３
５月 ９，８７２ ０．５ ３，２２４△２．１ １９，０２８ ７．２ r ４，８２５ ４．５ １４，０１１ １．５ r ３，１４７ △１．４
６月 ９，９６９ ３．４ ３，３３６ ２．６ ２０，３６１ ７．８ r ４，７９６ ５．６ １０，９９０ △２．３ r ２，７２０ ０．７
７月 １１，５８０ ３．４ ４，２０２ １．６ ２０，７１０ ５．８ r ５，０４５ ７．１ １１，５１１ △１．１ r ２，９３６ ３．７
８月 １１，５３５△５．４ ３，３８３△１１．１ ２１，３７３ ５．０ r ４，８９３ ４．７ １１，０９９ △１．２ r ２，７８１ △２．８
９月 １０，９１６ ２．２ ３，１１９ ０．３ ２０，０２８ ４．９ r ４，５７３ ５．３ ９，９３０ ０．９ r ２，４６８ △４．３
１０月 １０，９０６ ３．９ ３，１２４ ２．４ ２０，０７８ ４．８ r ４，７９２ ５．３ １１，１９３ △１．７ r ２，７３８ △０．４
１１月 １０，８０７△４．０ ３，２５２△３．１ １９，９７７ ４．１ r ４，６８９ ５．８ １１，１１８ △３．６ r ２，７３７ ０．８
１２月 １４，３３８△５．８ ４，５０７△１．５ ２０，８０１ ３．３ r ５，２８２ ５．７ １３，２１３ △４．８ r ３，３１８ △１．７

２９年 １月 １２，８６９△１．７ ３，７１６△０．６ ２１，７８４ ６．５ ４，７０４ ５．４ ８，５０４ △１．５ ２，４３３ ０．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２７年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６

２７年１０～１２月 １３７，８５２ ２．６ ２８，１９２ ５．１ ２７０，６２６ ４．４ ２９１，３０８ △３．０ ３，１０８ ４．８ ３０８ ３０．７
２８年１～３月 １２６，８５５ ２．４ ２６，６７３ ５．２ ２５０，０７２ △１．６ ２８３，８７９ △２．５ ２，８７９ ５．８ ３７６ ３０．７

４～６月 １３４，７８９ １．１ ２８，２２０ ３．６ ２４７，１９８ △１．４ ２８０，６００ △１．６ ３，２００ ８．８ ２５５ ８．４
７～９月 １４８，９２２ １．４ ３０，２６３ ３．７ ２４３，１０２ △２．３ ２７３，８４１ △２．９ ４，１１１ ５．５ ３６２ １１．５
１０～１２月 １４１，７２３ ２．８ ２９，３００ ３．９ ２８６，５７０ ５．９ ２９０，４３２ △０．３ ３，１８７ ２．６ ３５９ １６．７

２８年 １月 ４２，５５１ １．６ ８，８４９ ４．８ ２５１，２９６ ０．９ ２８０，９７３ △３．１ ９１４ ７．７ １３９ ４６．７
２月 ４０，２４７ ４．９ ８，４５３ ７．６ ２３６，１６９ ０．６ ２６９，７７４ １．６ ９３４ ４．４ １４１ ２７．５
３月 ４４，０５７ １．１ ９，３７１ ３．５ ２６２，７５０ △５．８ ３００，８８９ △５．３ １，０３２ ５．６ ９５ １６．６
４月 ４３，１１４ ０．８ ９，１９０ ４．５ ２５６，１８９ △１．２ ２９８，５２０ △０．７ ９３５ １３．７ ７５ ８．１
５月 ４６，２８３ １．４ ９，５９３ ２．６ ２４３，９０３ △３．１ ２８１，８２７ △１．６ １，０９８ ６．１ ８４ △１．２
６月 ４５，３９２ １．０ ９，４３６ ３．８ ２４１，５０３ ０．２ ２６１，４５２ △２．７ １，１６７ ７．８ ９６ １８．５
７月 ５０，４４４ ０．０ １０，４１６ ３．８ ２４２，４３８ △０．３ ２７８，０６７ △０．９ １，３０３ ６．７ １４３ １０．０
８月 ５１，４１７ ２．１ １０，２９５ ３．４ ２４１，９９４ １．０ ２７６，３３８ △５．１ １，４７６ ５．１ １２２ ７．２
９月 ４７，０６１ ２．０ ９，５５２ ４．０ ２４４，８７４ △７．２ ２６７，１１９ △２．６ １，３３２ ４．８ ９７ ２０．２
１０月 ４８，２４８ ３．９ ９，８９３ ４．３ ２６６，５９８ ４．０ ２８１，９６１ △０．２ １，２１４ ５．２ １１５ １９．６
１１月 ４４，３５５ １．１ ９，３３２ ３．８ ２８０，６０４ ６．９ ２７０，８４８ △０．９ ９９９ ４．１ ９３ ２０．６
１２月 ４９，１２０ ３．３ １０，０７５ ３．７ ３１２，５０８ ６．７ ３１８，４８８ ０．１ ９７４ △２．０ １５２ １２．４

２９年 １月 ４３，７４５ ２．８ ９，１６０ ３．３ ２７８，４４０ １０．８ ２７９，２４９ △０．６ ９６１ ５．１ p １６３ １７．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０１７年４月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，８５９ ７．４ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．９ ９７，８０５ ０．８
２７年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１

２７年１０～１２月 ９，２２７ △４．１ ２，３２３ △０．７ ３４８ １３．４ １０，５１７ △８．１ ２２，８９８ ２．１
２８年１～３月 ５，４１４ １１．４ ２，１６４ ５．５ ２８９ △１４．６ １０，２０５ △２．９ ２８，８３２ ３．４

４～６月 １０，７０６ １３．３ ２，４７１ ４．９ ５８０ １５．３ １１，９７６ △０．４ ２３，９１３ △６．５
７～９月 １０，７０７ ４．６ ２，５３１ ７．１ ５８６ △５．８ １１，８１１ ４．１ ２６，１３０ ６．５
１０～１２月 １０，１２６ ９．７ ２，５０７ ７．９ ３９９ １４．７ １０，８０３ ２．７ ２３，７２５ ３．６

２８年 １月 １，１８６ １７．１ ６７８ ０．２ ５６ △９．０ ３，０５９ △１１．９ ７，２９５ ８．４
２月 １，５７８ ０．９ ７２８ ７．８ ６２ △７１．３ ３，５５８ △１２．４ ７，３６１ △０．７
３月 ２，６５０ １６．０ ７５７ ８．４ １７１ １８５．４ ３，５８９ ２０．７ １４，１７７ ３．２
４月 ３，５６６ ４．８ ８２４ ９．０ １３６ △２６．５ ３，２７９ △２３．２ ７，７２１ △８．２
５月 ３，６８４ ３２．９ ７８７ ９．８ １７９ ８．６ ４，４８４ １５．０ ６，７５７ △１１．７
６月 ３，４５６ ５．６ ８６０ △２．５ ２６５ ７３．４ ４，２１３ ９．１ ９，４３６ △０．９
７月 ３，３４３ △１．７ ８５２ ８．９ １７６ △２．７ ３，３４４ △１７．０ ７，８０４ ５．２
８月 ３，９３１ １３．９ ８２２ ２．５ １９８ △１１．７ ４，４５９ ２１．３ ７，３４４ １１．６
９月 ３，４３３ １．３ ８５６ １０．０ ２１２ △２．２ ４，００８ １０．１ １０，９８２ ４．３
１０月 ３，９９５ ２０．６ ８７２ １３．１ ２１０ ２４．６ ３，５１７ △５．６ ７，２６２ △５．６
１１月 ３，４９７ １０．８ ８５１ ６．７ ９７ △２．２ ３，８０２ １４．２ ７，３７８ １０．４
１２月 ２，６３４ △４．５ ７８４ ３．９ ９１ １４．８ ３，４８４ ０．６ ９，０８５ ６．７

２９年 １月 １，５３６ ２９．５ ７６５ １２．８ １０１ ７９．６ ３，６８３ ２０．４ ６，６９８ △８．２

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２７年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６

２７年１０～１２月 ３５，０３２ △８．５ １１，１７４ ７．２ １１，９２３ △３．２ １１，９３５ △２３．２ ９３７，１０１ △８．９
２８年１～３月 ４８，０７５ △５．２ １７，７４９ １５．５ １４，３９８ △９．９ １５，９２８ △１７．６ １，２４３，５７６ △７．５

４～６月 ４２，６０２ ０．７ １４，９０２ １８．９ １６，０３０ △３．８ １１，６７０ △１０．９ ８８９，０７９ △２．１
７～９月 ４４，３６４ ２．４ １５，２４７ １１．２ １５，７８３ △３．８ １３，３３４ １．０ １，０２４，４４１ △０．３
１０～１２月 ３７，５３６ ７．１ １２，３７８ １０．８ １３，２８２ １１．４ １１，８７６ △０．５ ９８９，３６２ ５．６

２８年 １月 １１，６８７ ３．７ ４，５３２ ５０．３ ３，３３８ △１４．３ ３，８１７ △１２．４ ３２８，９９４ △４．４
２月 １３，３７３ △２．４ ４，８１４ １９．６ ３，８４７ △９．９ ４，７１２ △１２．９ ３８２，１１４ △７．５
３月 ２３，０１５ △１０．５ ８，４０３ ０．９ ７，２１３ △７．８ ７，３９９ △２２．６ ５３２，４６８ △９．３
４月 １３，５９３ ３．８ ４，３８５ ８．５ ５，３９３ ３．４ ３，８１５ △０．５ ２６９，２５０ ２．２
５月 １２，２４９ △１．２ ４，２１８ １７．２ ４，２５２ △９．３ ３，７７９ △８．０ ２７５，５０５ △１．４
６月 １６，７６０ △０．２ ６，２９９ ２８．９ ６，３８５ △５．５ ４，０７６ △２１．０ ３４４，３２４ △５．６
７月 １６，３１８ △２．４ ５，３９７ ２．４ ６，５４０ △９．０ ４，３８１ ３．０ ３４８，１６２ △２．２
８月 １２，２５３ ９．９ ４，１９６ １９．７ ４，５１２ ９．５ ３，５４５ ０．７ ２７９，３７４ ２．９
９月 １５，７９３ ２．２ ５，６５４ １４．７ ４，７３１ △７．３ ５，４０８ △０．３ ３９６，９０５ △０．７
１０月 １２，４１４ １．１ ４，２４３ １６．２ ４，１５３ △６．３ ４，０１８ △４．３ ３１４，７０５ △０．２
１１月 １３，２７５ １１．４ ４，０９９ １５．２ ４，９７３ １９．３ ４，２０３ ０．２ ３４１，８３３ ８．８
１２月 １１，８４７ ９．４ ４，０３６ １．８ ４，１５６ ２５．１ ３，６５５ ３．２ ３３２，８２４ ８．１

２９年 １月 １２，２８４ ５．１ ４，１９９ △７．３ ４，２４６ ２７．２ ３，８３９ ０．６ ３４３，４２４ ４．４

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３４ ―ほくよう調査レポート ２０１７年４月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２４年度 ７７６，４３６ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２７年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３

２７年１０～１２月 ９６，７２７ △４．３ ２９，３３６ △４．０ １．０２ １．１７ ２８，７８４ ５．４ ７４３，８９５ ６．７ ３．４ ３．１
２８年１～３月 ９５，９８２ １１．２ ２６，８９７ １．２ ０．９９ １．２２ ３２，７６７ １．５ ８３６，１５０ ５．０ ３．８ ３．２

４～６月 ４００，５７６ １０．５ ４７，０３２ ４．０ ０．９５ １．１２ ３２，２４１ ２．１ ７８２，６８６ ６．２ ３．４ ３．３
７～９月 ２２０，１５６ ２．１ ４０，８０７ ６．８ １．０７ １．２２ ３２，６６９ ３．５ ８０５，３７３ ５．９ ３．９ ３．１
１０～１２月 ８０，２８２ △１７．０ ２８，００７ △４．５ １．０９ １．３２ ２９，２５３ １．６ ７７８，９７７ ４．７ ３．３ ２．９

２８年 １月 ５，８２８ △５１．８ ６，５３５ △２．６ ０．９９ １．２３ ３１，９０９ △０．２ ８４６，２８２ １．３ ↑ ３．２
２月 ６，５３０ △５４．２ ６，９６８ △２．２ ０．９９ １．２３ ３３，１８５ ６．１ ８４３，７１１ ８．７ ３．８ ３．２
３月 ８３，６２３ ３９．３ １３，３９５ ５．０ ０．９７ １．２１ ３３，２０８ △１．１ ８１８，４５８ ５．３ ↓ ３．３
４月 １５２，０１８ １．９ ２０，３０１ １０．６ ０．９２ １．１２ ３４，２４７ １．４ ８００，６１８ ３．５ ↑ ３．４
５月 １３６，７２９ ３０．２ １１，４５３ １．４ ０．９５ １．１１ ３０，５９９ ３．１ ７４９，６６０ １０．０ ３．４ ３．２
６月 １１１，８２８ ３．３ １５，２７８ △１．８ ０．９９ １．１４ ３１，８７６ １．８ ７９７，７８０ ５．５ ↓ ３．１
７月 ９６，９８８ １．６ １３，６１８ △６．９ １．０５ １．１８ ３３，４５０ △１．３ ７９４，４２６ △０．５ ↑ ３．０
８月 ６９，０９６ １２．７ １２，４７３ １２．０ １．０７ １．２２ ３１，４６０ ４．１ ７８８，８３３ ９．６ ３．９ ３．２
９月 ５４，０７１ △８．１ １４，７１６ １８．１ １．１０ １．２６ ３３，０９６ ８．０ ８３２，８６１ ９．１ ↓ ３．０
１０月 ４２，１８９ △９．３ １１，２７３ △１０．０ １．０９ １．２８ ３２，８６４ △２．６ ８４０，９５３ △０．３ ↑ ２．９
１１月 ２０，７５９ △３９．４ ８，２２０ △５．７ １．１０ １．３１ ２９，１６１ ５．７ ７７４，９４５ ７．９ ３．３ ３．０
１２月 １７，３３２ ８．８ ８，５１４ ５．３ １．０９ １．３６ ２５，７３４ ２．９ ７２１，０３２ ７．６ ↓ ２．９

２９年 １月 １０，９１６ ８７．３ ６，９９７ ７．１ １．０６ １．３６ ３２，０４２ ０．４ ８７９，３６８ ３．９ － ３．０

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２７年＝１００ 前 年 同
月比（％）２７年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２４年度 ９６．３ ０．０ ９６．５ △０．２ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 ９７．５ １．２ ９７．２ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２７年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９

２７年１０～１２月 １００．１ △０．７ １００．１ △０．１ ５９ ０．０ ２，１５２ △３．２ １２１．４８ １９，０３４
２８年１～３月 ９８．７ △０．８ ９９．５ △０．１ ６８ △１７．１ ２，１４４ △５．６ １１５．４５ １６，７５９

４～６月 ９９．４ △０．８ ９９．８ △０．４ ６３ ３．３ ２，１２９ △７．３ １０８．１７ １５，５７６
７～９月 ９９．４ △０．９ ９９．６ △０．５ ７４ △３．９ ２，０８７ △０．２ １０２．４０ １６，４５０
１０～１２月 ９９．７ △０．４ ９９．８ △０．３ ６３ ６．８ ２，０８６ △３．１ １０９．３２ １９，１１４

２８年 １月 ９８．８ △０．８ ９９．５ △０．１ １９ △１７．４ ６７５ △６．３ １１８．２５ １７，５１８
２月 ９８．６ △０．６ ９９．４ ０．０ ２２ １０．０ ７２３ ４．４ １１５．０２ １６，０２７
３月 ９８．８ △０．９ ９９．５ △０．３ ２７ △３０．８ ７４６ △１３．１ １１３．０７ １６，７５９
４月 ９９．３ △０．８ ９９．８ △０．４ ２３ △４．２ ６９５ △７．１ １０９．８８ １６，６６６
５月 ９９．４ △０．８ ９９．９ △０．４ １８ １２．５ ６７１ △７．３ １０９．１５ １７，２３５
６月 ９９．５ △０．７ ９９．８ △０．４ ２２ ４．８ ７６３ △７．４ １０５．４９ １５，５７６
７月 ９９．３ △１．０ ９９．６ △０．５ ３０ ３．４ ７１２ △９．５ １０３．９０ １６，５６９
８月 ９９．３ △１．０ ９９．６ △０．５ ２２ △１５．４ ７２６ １４．９ １０１．２７ １６，８８７
９月 ９９．５ △０．７ ９９．６ △０．５ ２２ ０．０ ６４９ △３．６ １０２．０４ １６，４５０
１０月 ９９．６ △０．６ ９９．８ △０．４ ２２ ０．０ ６８３ △８．０ １０３．８２ １７，４２５
１１月 ９９．７ △０．５ ９９．８ △０．４ ２１ ４０．０ ６９３ △２．５ １０８．１８ １８，３０８
１２月 ９９．９ ０．１ ９９．８ △０．２ ２０ △９．１ ７１０ １．６ １１５．９５ １９，１１４

２９年 １月 ９９．７ ０．９ ９９．６ ０．１ １７ △１０．５ ６０５ △１０．４ １１４．７３ １９，０４１

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３５ ― ほくよう調査レポート ２０１７年４月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４
２５年度 ４７１，８５１ １７．５ ７０８，５６５ １０．８ １，９１４，９７９ １２．７ ８４６，１２９ １７．４
２６年度 ４６８，５１６ △０．７ ７４６，６７０ ５．４ １，３４９，５００ △２９．５ ８３７，９４８ △１．０
２７年度 r ４７７，１７４ １．８ r ７４１，１５１ △０．７ r１，１３２，８３４ △１６．１ r ７５２，２０４ △１０．２

２７年１０～１２月 １２７，１８６ △０．３ １８８，５７８ △４．６ ２８９，１４０ △２２．８ １９０，０１６ △１３．９
２８年１～３月 r ９９，５５０ △１４．３ r １７５，０９６ △７．９ r ２４６，５５９ △２９．４ r １７１，８６２ △１５．６

４～６月 ９３，７２７ △１８．２ r １７０，０６８ △９．５ r １９４，９４５ △３４．５ r １５５，５６４ △１８．７
７～９月 ８７，２４１ △３５．８ r １７０，１３８ △１０．２ r ２０８，３８５ △３０．４ r １６０，５７３ △１９．３
１０～１２月 r ９０，４５３ △２８．９ r １８５，０５６ △１．９ r ２５５，５６３ △１１．６ r １７２，４２０ △９．３

２８年 １月 r ３３，３９３ △２３．６ r ５３，５０５ △１２．９ r ８５，８３６ △３２．９ r ６０，０７５ △１７．７
２月 ３０，９７９ △３．７ r ５７，０２３ △４．０ r ７５，４６１ △２８．６ r ５４，６６８ △１４．１
３月 ３５，１７８ △１２．７ r ６４，５６８ △６．８ r ８５，２６２ △２６．３ r ５７，１１９ △１４．８
４月 ３４，０７８ △２０．６ r ５８，８９６ △１０．１ r ６４，９９６ △３６．５ r ５０，７８３ △２３．１
５月 ２８，４８８ △１６．５ r ５０，９１９ △１１．３ r ７０，７７５ △３０．４ r ５１，３９３ △１３．７
６月 ３１，１６２ △１７．２ r ６０，２５３ △７．４ r ５９，１７４ △３６．８ r ５３，３８９ △１８．７
７月 ２８，７４３ △４６．４ r ５７，２８４ △１４．０ r ６０，１３８ △４４．２ r ５２，２３９ △２４．６
８月 ２６，２２５ △３８．１ r ５３，１６４ △９．６ r ７０，０７５ △３０．１ r ５３，５１０ △１７．０
９月 ３２，２７３ △１９．０ r ５９，６８９ △６．９ r ７８，１７３ △１４．６ r ５４，８２４ △１６．１
１０月 r ２６，２８７ △４２．２ r ５８，７０２ △１０．３ r ６７，２８１ △２６．２ r ５３，８９１ △１６．３
１１月 r ２５，７３１ △３３．９ r ５９，５６４ △０．４ r ８７，２２８ △４．１ r ５８，０９９ △８．７
１２月 ３８，４３５ △１０．２ r ６６，７８９ ５．４ r １０１，０５４ △５．６ r ６０，４３０ △２．５

２９年 １月 ２６，４２６ △２０．９ ５４，２２０ １．３ p１１６，２６７ ３５．５ p ６５，０９６ ８．４

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０６ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，２９１ ２．２
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６８ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６２２ ２．５
２６年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
２７年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８

２７年１０～１２月 １４９，１７２ １．０ ６，７５７，７４１ ２．７ ９６，４３８ １．６ ４，６１２，９８５ ３．２
２８年１～３月 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８

４～６月 １５１，７７５ １．３ ７，１２４，０１２ ５．４ ９６，０３３ ２．１ ４，６０７，９９４ ２．４
７～９月 １５１，６８７ ２．７ ７，１４７，８１５ ６．０ ９７，１６３ ２．６ ４，６５９，２５１ ２．２
１０～１２月 １５３，７８０ ３．１ ７，３０２，３６８ ８．１ ９８，９０７ ２．６ ４，７３９，５７３ ２．７

２８年 １月 １４８，０４１ １．６ ６，７４４，０７３ ２．９ ９６，３３３ ２．０ ４，６０１，４１３ ３．５
２月 １４７，６３７ ０．７ ６，８４８，３１７ ３．９ ９６，１９２ １．７ ４，５８８，３７３ ２．９
３月 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
４月 １５１，１９８ ２．５ ７，１１６，９７７ ６．０ ９６，３０１ ２．７ ４，６０３，７５７ ２．９
５月 １５１，９２７ ２．２ ７，１２８，１４５ ５．５ ９６，２５６ ２．５ ４，６００，９７８ ２．７
６月 １５１，７７５ １．３ ７，１２４，０１２ ５．４ ９６，０３３ ２．１ ４，６０７，９９４ ２．４
７月 １４９，７４８ １．４ ７，０８４，７３４ ５．６ ９６，５７３ ２．３ ４，６１２，５７９ ２．３
８月 １５０，３５４ １．４ ７，０９９，７５０ ５．９ ９６，３６５ １．９ ４，６１３，２５０ ２．２
９月 １５１，６８７ ２．７ ７，１４７，８１５ ６．０ ９７，１６３ ２．６ ４，６５９，２５１ ２．２
１０月 １５０，８７２ ２．２ ７，１８２，１９１ ７．１ ９７，１３７ ２．２ ４，６４６，２９３ ２．４
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